
  基本情報   調査先の業種別構成比

　設問内容

問１．

問２．

問３．

問４．

問５．

最低賃金について、現行の1,055円（全国加重平均）が仮に1,500円となった場合、貴社では雇用や
労働時間の削減を行う見通しですか。また、貴社における雇用や労働時間以外に考えられる対応
策についてもお答えください。

企業における社会保険負担（適用範囲や納付額の上昇）の増加が今後も見込まれますが、この流
れについて、経営面でどの程度の不安を感じていますか。また、経営面への影響について考えら
れることについてもお答えください。

わが国では、2030年以降も人口の減少や高齢化の進展が見込まれていますが、これらに対して貴
社ではどのように対応したいと考えていますか。生産面と販売面についてお答えください。

貴社における５年後（2030年）を見据えた事業承継の状況について、2030年までに経営者の変更
を予定している人は変更先をお答えください。予定していない人は貴社の状況をお答えください。

貴社では、ＳＤＧｓ（2030年を目途とした持続可能な開発目標）にかかる取り組みを行っています
か。最も取り組んでいるものを最大３つまでお答えください。

2025年 4月～6月期 景気動向 特別調査 調査先204先

５年後（2030年）以降を見据えた中長期的な経営について
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問１．
最低賃金について、現行の1,055円（全国加重平均）が仮に1,500円となった場合、貴社では雇用や
労働時間の削減を行う見通しですか。また、貴社における雇用や労働時間以外に考えられる対応
策についてもお答えください。
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問２．
企業における社会保険負担（適用範囲や納付額の上昇）の増加が今後も見込まれますが、この流
れについて、経営面でどの程度の不安を感じていますか。また、経営面への影響について考えら
れることについてもお答えください。
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問３．
わが国では、2030年以降も人口の減少や高齢化の進展が見込まれていますが、これらに対して貴
社ではどのように対応したいと考えていますか。生産面と販売面についてお答えください。
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問４．
貴社における５年後（2030年）を見据えた事業承継の状況について、2030年までに経営者の変更
を予定している人は変更先をお答えください。予定していない人は貴社の状況をお答えください。
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問５．
貴社では、ＳＤＧｓ（2030年を目途とした持続可能な開発目標）にかかる取り組みを行っています
か。最も取り組んでいるものを最大３つまでお答えください。
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【省エネ】省エネ、節電、再生可能エネルギーの使用

【省資源】再生資源や未利用資源の利用、廃棄物削

減、製品の長寿化や修理

【水資源】水使用量削減、排水管理

【森林資源】ペーパーレス化、緑化・植林

【環境負荷】グリーン調達、カーボンオフセット、有害物

質の削減

【雇用】女性や高齢者、障がい者、外国人等の多様

な人材の雇用

【労働環境】研修の充実、働き方改革の実施

【貧困対策・健康福祉】フェアトレード、途上国支援

【地域貢献】防犯、防災、寄付、まちづくり

取り組みはしていない
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